
令和８年度ひたちなかネットワークシステム  

異業種連携による地域課題解決型事業提案及び実証実験事業実施要項  

 

（趣旨）  

第１条  この要項は，地域課題の解決に向けて，市内資源を活用した異なる業種・

分野の事業者連携による新たな取組を推進するために，その解決に向けた提案の

内，特に優秀と認められた提案等について，予算の範囲内で賞金を授与すること

に関し，必要な事項を定めるものとする。  

（対象者）  

第２条  本事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は，次に掲げる要件の

全てを満たすものとする。  

（１）  ２団体以上の事業者による連携した取組であること。  

（２）  原則として，日本標準産業分類における大分類が異なる業種による取組

であること。  

（３）  連携する事業者の中に市内に事業所（資材置場その他の従業者が常時滞

在していないものと市長が認めるものを除く。以下同様。）を有してい

る１者を必ず含めること。なお，この１者とは，中小企業基本法（昭和

３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者及び同条第

５項に規定する小規模企業者であること。  

（４）  連携する事業者の中で，代表申請者を１者決めること。なお，同一の事

業者は複数の連携体に参加することはできず，代表申請者又は連携する

事業者のいずれかの立場でのみ参加できるものとする。  

（５）  前号の代表申請者は法人（会社法（平成１７年法律第８６号）に規定す

る会社（株式会社，合同会社，合名会社，合資会社及び特例有限会社を

含む），学校法人，社会福祉法人，医療法人，一般社団法人その他法人

格を有する団体）であること。  

（６）  代表申請者がひたちなかネットワークシステムに参画しているもの，ま

たは参画する意向のもの。  

（７）  同一の申請内容で，過去に本事業による賞金を授与されていないこと。  

（８）  連携する事業者のすべてにおいて市税に未納がないこと。  

（９）  次のア又はイの区分に応じ，それぞれ（ア）又は（イ）に定める要件を

満たすこと。  

ア  法人  次に掲げる要件の全てを満たすこと。  

（ア）  ひたちなか市暴力団排除条例（平成２４年条例第２８号）第２

条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）でない

こと。  



（イ）  当該法人の役員（取締役，執行役その他の経営に実質的に関与

している者をいう。）が暴力団又はひたちなか市暴力団排除条

例第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」と

いう。）と密接な関係を有していないこと。  

イ  個人事業主  次に掲げる要件の全てを満たすこと。  

（ア）  暴力団員等でないこと。  

（イ）  暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していないこと。  

（１０）  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営むもので

ないこと。  

（対象事業）  

第３条  本事業の対象となる取組（以下「対象事業」という。）は，対象者が行う

事業で次に掲げる要件の全てを満たす取組とする。  

（１）  別に掲げる地域課題の解決を目指した提案及び実証を行う事業  

（２）  市内資源の活用又は市内を実証フィールドとする事業  

（３）  異業種連携による役割分担や相乗効果が示されている事業  

（４）  令和９年３月３１日までに完了する事業  

（５）  公序良俗に反せず，法令を遵守した事業  

（提案及び審査方法について）  

第４条  申請者は，事務局が定める公開型の地域課題解決型事業提案発表会（以下

ピッチイベント）において時間内にプレゼンテーション方式で事業提案を行う。

審査は別に定める審査会の審査委員によって，別に定める審査項目について行う。

なお，応募数等によって事務局等においてプレゼンテーション前に書類審査を行

うことがある。  

（賞金について）  

第５条  審査会の審査委員による審査の結果，最も得点の高い提案から順に賞金を

授与する。なお，賞金の金額は予算の範囲内とし，別に定める金額とする。ただ

し，提案事業費が賞金を下回るときは，賞金は当該事業費とする。  

（２）  賞金額に関わらず賞金を授与された者は，採択された年度内に実証実験

事業を実施する義務を負うものとし，未実施の場合は返還を求めることがある。  

（申請手続き）  

第６条  本事業の申請をする者は，令和８年６月１９日までに令和８年度ひたちな

かネットワークシステム異業種連携による地域課題解決型事業提案及び実証実験

事業申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して，これを事務局に提出し

なければならない。  

（１）  令和８年度事業計画書（様式２号）  



（２）  令和８年度事業収支予算書（様式第３号）  

（３）  登記事項証明書，住民票の写し，事業所が所在する建物に係る賃貸借契

約書等，その他の事業所の所在地を確認することができる書類  

（４）  市税の納税証明書（未納がないことの証明）  

（５）  その他市長が必要と認める書類  

２  前項の申請は代表申請者が行い，賞金の授与に関しても代表申請者に対して行

うものとする。  

３  提案件数は１件に限る。  

（実証及び成果報告）  

第７条  本事業において賞金を授与された者（以下「採択事業者」という。）は，

採択された年度内に実証を行い，成果報告をしなければならない。  

（採択事業の公表及び成果の発表）  

第８条  事務局より，採択事業の名称等を公表すること又は採択事業の成果の公表

を求められた場合は，採択を受けた事業者に発表させることができる。  

（補則）  

第９条  この要綱に定めるもののほか，賞金の授与に関し必要な事項は，別に定め

る。  

 

 

付  則  

この要綱・要領は，令和８年５月１日から適用とする。  

 

 



様式第１号（第６条関係）  

  年   月   日  

ひたちなかネットワークシステム会長  殿  

 

代表申請者  

住所（所在地）  

団体等名称  

代表者職氏名                

 

令和８年度ひたちなかネットワークシステム  

異業種連携による地域課題解決型事業提案及び実証実験事業申請書  

 

標記事業について，令和８年度ひたちなかネットワークシステム異業種連携によ

る地域課題解決型事業提案及び実証実験事業実施要項第６条第１項の規定により，

関係書類を添えて申請します。  

 

連携体構成  

区分  事業者名  所在  業種  

代 表 申

請者  

   

連 携 機

関  

   

連 携 機

関  

   

連 携 機

関  

   

 

添付書類  

（１）  令和８年度ひたちなかネットワークシステム異業種連携による地域課題

解決型事業提案及び実証実験事業計画書（様式第２号）  

（２）  令和８年度ひたちなかネットワークシステム異業種連携による地域課題

解決型事業提案及び実証実験事業計画書（様式第３号）  

（３）  代表申請者は登記事項証明書。連携機関は，登記事項証明書等，

事業所の所在地を確認することができる書類  

（４）  市税の納税証明書（未納がないことの証明）【全参加者】  

（５）  その他会長が必要と認める書類  



様式第２号（第６条関係）  

令和８年度ひたちなかネットワークシステム  

異業種連携による地域課題解決型事業提案及び実証実験事業計画書  

事業内容  

実施事業名   

地域課題   

事業期間      年   月   日  ～    年   月   日  

①  設定した地域課題の背景について  

（課題の具体的な内容や発生原因，その根拠となるデータ等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  事業内容について  

（課題に対して取り組む内容・解決策，新規性や独創性等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③  異業種連携の有効性について  

（各事業者の役割や連携の必要性等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④  市内中小企業への波及効果  

（直接的・間接的な効果，地域内外や他分野への波及効果等）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  実現性・持続性について  

（実施体制，予算，事業終了後の継続見込み等）  

 

 

 

 

 

 

担当者連絡先  

氏名   

電話番号   ＦＡＸ番号   

メールアドレス   

備考   

１  記載事項の欄が不足する場合は，適宜別紙を作成し，添付してください。  



 

様式第３号（第６条関係）  

 

令和８年度ひたちなかネットワークシステム  

異業種連携による地域課題解決型事業提案及び実証実験事業収支予算書  

 

１  収入予算                           （単位：円）  

科目  予算額  摘要  

賞金    

自己資金    

その他    

合計    

 

２  支出予算（消費税額及び地方消費税額を含めた金額）       （単位：円）  

事業経費  内容及び積算基礎  金額  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合計   

 


